別紙３

社会福祉法人刈谷市社会福祉協議会給食調理等業務
提案書に必ず記載する事項
１　福祉施設での給食に関する基本的な考え方
　（１）福祉施設（要介護等高齢者、身体障害者及び心身障害児者）の給食全般に対する考え方
　（２）食育としてのとらえ方
　（３）その他

２　人員配置体制
　（１）社内体制

　（２）人員配置計画

　（３）資格等

　（４）勤務ローテーション

　（５）欠員補充や代替体制

　（６）その他

３　調理・食形態の対応
　（１）食材料について

　　　ア　使用不可食材、調理不可献立の有無及びその内容

　　　イ　食品業者及び調整食品業者との取引の有無について
　　　ウ　その他

　（２）適時適温給食について
　（３）アレルギー食、特別食（病態食）、代替食の対応について
　　　ア　完全除去食の可否

　　　イ　アレルギー専門調理師による調理の可否

　　　ウ　特別食、代替食の可否
　　　エ　その他
（４）形態食への取組み（一口大、キザミ、超キザミ、ミキサー食、とろみ食）
　　ア　少人数かつ複数種類対応の可否

　　イ　緊急時の嚥下食（ソフト食、ムース食、ゼリー食）対応の可否
　　ウ　その他

　（５）園児及び高齢者のおやつについて
　（６）食材料の当日納品、当日使用について
　（７）その他
　　　
４　安全・衛生管理体制
　（１）調理現場への指導体制、指導スタッフ

　　　ア　衛生管理について
　　　イ　独自の衛生マニュアル等の有無及びその内容

　（２）従業員への指導、研修、調理作業時の対応
　（３）衛生管理等に関する書類（検収、中心温度、健康状態、日常点検等）
　（４）その他

５　教育・研修体制
　（１）従業員への事前研修、実施研修、定期研修（内容及び頻度等）
　（２）その他

６　非常事態への対応
　（１）食中毒、異物混入等への対応
　　　ア　連絡網の有無

　　　イ　検査の可否

　　　ウ　検査可能項目

　　　エ　報告書について

　　　オ　その他

　（２）地震等災害発生時（備蓄・炊き出し等）の対応

　（３）代行保証（直営施設等での代行等）

　（４）保険への加入

　（５）その他

７　付帯業務（喫茶レストラン及び売店）への対応　
（１）固定メニュー及び価格帯
（２）日替わりメニュー及び価格帯
（３）飲み物、軽食のメニュー及び価格帯
（４）アイスクリームストッカーの有無
（５）その他

８　本会との連携
（１）定期的な情報交換
（２）調理実習、調理レクリエーション活動の対応

（３）調理イベント等の実施（内容、頻度等）
（４）その他

９　養護老人ホームの７月２週間分の献立
　（１）献立作成条件については以下のとおりとする。
　　　ア　別紙１「社会福祉法人刈谷市社会福祉協議会給食調理業務委託業務仕様書」の第８条を満たすものとする。
　　　（ア）

イ　１日の給与栄養目標量
	
	給与栄養目標量

	エネルギー（kcal）
	1,688

	たんぱく質（ｇ）
	74

	脂質（ｇ）
	47

	炭水化物（ｇ）
	243

	塩分（食塩相当量）（ｇ）
	7.1以下

	カルシウム（㎎）
	672

	鉄（㎎）
	6.6

	カリウム（㎎）
	2,824

	ビタミンA（μgRAE）
	750

	ビタミンD（μｇ）
	8.5

	ビタミンE（㎎）
	6.6

	ビタミンK（μｇ）
	150

	ビタミンB1（㎎）
	1.1

	ビタミンB2（㎎）
	1.2

	ビタミンB6（㎎）
	1.3

	ビタミンB12（μｇ）
	2.4

	葉酸（μｇ）
	240

	ビタミンC（㎎）
	100

	食物繊維（ｇ）
	19

	穀類ｴﾈﾙｷﾞｰ比（％）
	50～65

	ﾀﾝﾊﾟｸ質ｴﾈﾙｷﾞｰ比(％)
	15～20

	脂質ｴﾈﾙｷﾞｰ比（％）
	20～30


ウ　１日当たりの食材料費の上限額は９９８円（税込み）とする。
　　　エ　昼食１食当たりの食材料費の上限額は３６０円（税込み）とする。

　　　オ　おやつ１食当たりの食材料費の上限額は８０円（税込み）とする。

　　　カ　昼食については老人及び身体障害者デイサービスセンター利用者も喫食することを考慮すること。

　　　キ　おやつについては老人デイサービスセンター利用者も喫食することを考慮すること。

　　　ク　実現可能な内容とする。

　（２）献立の栄養成分値（各食、各日及び２週間平均）

　（３）献立のポイント

　（４）その他

１０　その他、有効と思われる追加提案

１１　過去３年間の同種または類似業務の実績
　
１２　業務委託料の見積り
（１）令和７年７月から令和１２年３月までの総額、年度ごとの総額並びに各食材料費単価（税込み）。ただし、養護老人ホームは１日の食材料費単価。総額については契約期間内に予想される経済状況の変化に対応した金額とする。
（２）見積りの内訳

１３　事業収支計画書
（１）令和７年７月１日から令和８年３月３１日分
　（２）令和７年７月１日から令和１２年３月３１日分
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